
（２０２２.４.１）

第２条（目的）関連

Q 1 余裕期間制度とは

A 1
実工期前に、建設資材の調達や労働力確保のための「余裕期間」を設定することにより、受注
者の技術者及び施工体制の計画的な確保を促進し、もって人材・資機材の効率的活用や担い手
の処遇改善に資すること、並びに施工時期の平準化を目的としている制度です。

第3条（定義）関連

Q 2 発注者指定方式とは。

A 2
出水期などにより工事期間や工事の始期が限定される施工条件のもとで、円滑な工事施工体制
を確保し、発注業務の計画的な履行と平準化を図るため 、全体工期内で発注者が余裕期間と
実工期を指定する方式です。資料１を参照してください。

Q 3 フレックス方式とは。

A 3
全体工期内で受注者が任意に工事の始期と終期を決めることでができる方式です。資料１を参
照してください。

Q 4 工事着手とはどういう状態（作業の開始）をいうのか。

A 4

長崎県建設工事共通仕様書（佐世保市読替版）の用語の定義にある「工事着手とは、工事開始
日以降の実際の工事のための準備工事（現場事務所等の設置または測量をいう。）、詳細設計
付工事における詳細設計または工場製作を含む工事における工場製作工のいずれかに着手する
こと。」を指します。

「佐世保市余裕期間制度を活用した工事試行要領」Q&A
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第４条（余裕期間）関連

Q 5 フレックス方式の受注者は、余裕期間はどのように設定できるのか。

A 5
入札公告、指名通知書及び特記仕様書で発注者が示している余裕期間にかかわらず、入札公告
等で示されている実工期の３０％かつ６０日以内であれば自由に設定できます。資料１を参照
してください。

Q 6
受注者が余裕期間は不要と判断した場合、余裕期間を工期内に取り込み 、工期を長く取るこ
とは可能か。

A 6 可能です。資料１を参照してください。

Q 7 余裕期間内で可能な行為はどのようなものか。

A 7

現場に搬入しない資機材の準備、労働者の手配、下請負人との契約、施工図の作成、構造
チェック、数量計算などの準備行為は可能です。現場代理人および監理技術者等の配置を要し
ない期間であるため、工事の着手とみなされる行為は認められません。
（認められない行為の例）
・工場製作（元請として技術的な管理を必要としない、機器単体費のようなメーカー等で製作
する場合を除く。）
・測量（元請け下請けを問わない。工場製作を行うための事前測量も不可
・資機材や重機の現場への搬入
・仮設物の設置等の準備工事（工事看板、予告看板等の設置を含む）

Q 8 余裕期間内に下請契約を締結することはできるか。

A 8
余裕期間内に下請契約を締結することは可能です。工事の始期日になりましたら速やかに施工
体制台帳の写しを提出してください。

Q 9 監理技術者等や現場代理人はいつまでに決定（配置）する必要があるのか。

A 9
工事の始期日までに決定し、「現場代理人等決定通知書」を提出してください 。「着工届」
及び「工程表」、「法定外建労災加入証明書等、建退共収納書」と併せて提出してください
。（Q１９，２０参照）
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第5条（対象工事 ）関連

Q 10
「その他余裕期間を設定することが好ましくないと判断される工事」とは、どのような工事の
ことか。

A 10

・単価契約工事
・受注者決定後ただちに関係機関と協議を行う必要がある工事
・受注者決定後ただちに地元説明会を開催する必要がある工事
・地元からの要望工事で受注者決定後ただちに工事に着手する必要がある工事

第6条（制度の適用）関連

Q 11
応札しようとした工事に余裕期間が含まれているか（試行工事の対象となっているか）はどう
すればわかるか。

A 11
試行工事は、入札公告、指名通知書及び特記仕様書に対象であることが記載されています。ま
た、特記仕様書にも記載がありますのであわせて確認してください。

第7条（実工期）関連

Q 12 フレックス方式では、工期の設定（工事の始期と工事の終期）はどのように設定できるのか。

A 12

①余裕期間を利用する場合：設定した余裕期間の翌日が工事の始期になります。工事の終期
（工事完成期限日）は公告等で示されている全体工期の範囲内であれば受注者が任意に設定で
きます 。資料１を参照してください。
②余裕期間を利用しない場合：契約締結日が工事の始期になります。工事の終期（工事完成期
限日）は公告等で示されている全体工期の範囲内であれば受注者が任意に設定できます 。資
料１を参照してください。

Q 13
フレックス方式の場合、発注者が公告等で設定している余裕期間を延長することはできるの
か。

A 13
発注者が設定している実工期の30％かつ60日以内であれば任意に設定することができます。
ただし、余裕期間と実工期の合計が発注者が設定している全体工期を超えないように調整して
ください。資料１を参照してください。

Q 14
フレックス方式の場合は、工事の始期および工事の終期はいつまでに決定する必要があるの
か。

A 14
契約書の提出日時に「工期通知書（様式１）」を契約担当課に提出してください。なお余裕期
間を設定しない場合でも提出してください。資料２を参照してください。
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第8条（実工期の変更）関連

Q 15 工事の始期と工事の終期の変更は認められるのか。

A 15

①余裕工期内に施工体制等（配置予定技術者の配置など）の確保が図られ、工事着手可能と
なった場合に限り、受注者は、発注者と協議し始期及び終期を変更することができます。
②週休２日試行工事に限り、受注者が実工期を算出し、日数が不足する場合は、施工計画書の
提出前までに発注者と協議し、終期を変更することができます。

第9条（工事実績情報システムの登録）関連

Q 16 工事実績情報システム（CORINS）の登録はどのように行うのか。

A 16
受注時の工事実績情システム（ＣＯＲＩＮＳ）への登録については、工事の始期後１０日以内
（休日を除く）に登録してください。登録の際には「契約工期」の「開始年月日」は契約日
を、「実工期」の「開始年月日」は実工事期間の始期を記載してください。

第10条（前払金の取扱い）関連

Q 17 前払金の請求はいつから出来るのか。

A 17 工事の始期日以降に請求できます。

第11条（その他）関連

Q 18 契約保証の保証期間はどうするのか。

A 18 余裕期間と実工期を合わせた全体工期で設定してください。
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（その他）

Q 19
建設労災補償共済制度加入証明書（または法外建労災加入書面の写し）及び建設業退職金掛金
収納書はどの時期に提出すればよいか。

A 19
工事の始期日までに契約担当課へ提出してください。「現場代理人等決定通知書」、「着工
届」及び「工程表」と併せて提出してください 。（Q９、２０参照）

Q 20 「着工届」及び「工程表」はどの時期に提出すればよいか。

A 20
工事の始期日までに契約担当課へ提出してください。併せて「現場代理人等決定通知書」を提
出してください 。（Q９、１９参照）

Q 21 工事の工程表に余裕期間を記載する必要はあるか。

A 21
契約担当課へ提出する「工程表」及び施工計画書の工程表は実工期の期間で作成してくださ
い。

Q 22 施工計画書などの工事関係書類はどの時期に提出すればよいか。

A 23 工事関係書類は工事の始期日以降に提出してください。

Q 24 決定した工事の終期を延長することは可能か。

A 24
通常の工事と同様に、受注者の責によらない事由による工期延長（工事の終期の延期）につい
ては、発注者との協議により認められれば延長することできます。

Q 25
当初設定した工事の終期よりも早く工事が完了した場合に、工事の終期を変更することは可能
か。

A 25
可能です。通常の工事と同様に、工事の終期前にしゅん工届を提出し工事を完了することがで
きます。
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①契約日・②工事の始期

①契約日・②工事の始期

※全体工期の240日を超えるため不可

余裕期間　60日 実工期　200日 不可

余裕期間　0日　　　　　　　実工期　240日

（工事期間　自） （工事期間　至）

余裕期間　40日 実工期　200日

余裕期間　60日
※発注者が設定した４０日にかかわらず200日×30%かつ60日以

内で設定できます。

実工期　180日
※全体工期（余裕期間＋実工期）240日を超えないように注意してください。

○

〇

〇

〇

×

（工事期間　自） （工事期間　至）

余裕期間 実工期

フレックス方式

余裕期間の変更は不可 実工期の変更は不可

実工期の30％かつ60日以内

①契約日 ②始期 ③終期

契約書の記入例余裕期間制度のイメージ 資料１

発注者指定方式

現場代理人等の配置不要 現場代理人等の配置が必要

発
注
者

余裕期間　30日

受
注
者
が
任
意
に
設
定
で
き
ま
す

余裕期間　0日　実工期　180日

が
設
定

実工期　200日

発注者が設定した実工期の
30％かつ60日以内

②工事の始期 ③工事の終期

発
注
者

が
指
定

現場代理人等の配置不要 現場代理人等の配置が必要

受注者が余裕期間を変更できます 受注者が実工期を変更できます

①契約日

②始期

③終期

①契約日



資料２工期通知書（様式１）の記入例

②「工事の始期」から③「工事の終期」までの日数を記入してください。

余裕期間を設定しない場合は①「契約年月日」

と②「工事の始期」は同日になります。

①

②

③


